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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 60,223 2.9 3,555 9.7 3,547 15.9 1,057 △23.5

22年3月期第3四半期 58,521 △10.2 3,241 ― 3,061 ― 1,382 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 6.64 6.62
22年3月期第3四半期 8.68 8.66

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 129,850 59,705 45.8 372.99
22年3月期 131,355 59,978 45.5 375.02

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  59,448百万円 22年3月期  59,701百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00
23年3月期 ― 2.50 ―

23年3月期 
（予想）

2.50 5.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 79,000 1.2 3,600 △16.9 3,400 △15.3 1,100 △38.6 6.90
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(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 163,297,510株 22年3月期  163,297,510株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  3,914,307株 22年3月期  4,101,235株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 159,341,801株 22年3月期3Q 159,192,664株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出産業を中心に一部では持ち直しの動きがみられたもの 

の、依然として厳しい雇用情勢、円高基調やデフレの進行など、先行きの不透明感が払拭されない状況で推移しま

した。 

 このような状況の中、当社グループは、原価低減活動や生産効率の改善などを推進し、収益の確保に取組んでま

いりました。 

        産業素材事業では、主力製品である段ボール原紙について、期前半は、景気回復傾向に伴う需要回復に加えて、 

猛暑による飲料関連の需要増などの増益要因があったものの、期後半に至っては、需要の鈍化や原燃料価格の上昇

等が収益圧迫要因となりました。クラフト紙についても同様の傾向で推移しました。 

        この結果、当セグメントの売上高は30,042百万円、営業利益は885百万円となりました。 

        特殊素材事業では、特殊機能紙については、需要が堅調に推移し、販売数量・金額ともに前年同期を上回りまし

た。一方、特殊印刷用紙については、主力製品であるファンシーペーパー、高級印刷用紙ともに、出版・商業印刷

等の需要低迷により、販売数量・金額ともに前年同期を下回りました。 

        この結果、当セグメントの売上高は16,890百万円、営業利益は1,981百万円となりました。 

       生活商品事業では、ぺーパータオルが販売数量・金額ともに前年同期を下回りました。 

       この結果、当セグメントの売上高は11,890百万円、営業利益は695百万円となりました。 

 以上により、当第３四半期連結累計期間での連結業績は、売上高は60,223百万円（前年同期比2.9％増）、営業

利益は3,555百万円（前年同期比9.7％増）、経常利益は3,547百万円（前年同期比15.9％増）、資産除去債務会計

基準の適用に伴う影響額、減損損失を特別損失に計上したことなどにより、四半期純利益は1,057万円（前年同期

比23.5％減）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、129,850百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,505百万円の減少

となりました。主な要因は、現金及び預金の減少によるものであります。 

 負債は70,144百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,232百万円の減少となりました。主な要因は、短期借

入金の減少によるものであります。 

 純資産は59,705百万円となり、前連結会計年度末に比べて272百万円の減少となりました。主な要因は、その他

有価証券評価差額金の減少によるものであります。自己資本比率は45.8％となりました。 

  

  

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は 百万円となり、前

連結会計年度末と比較して2,814百万円の減少となりました。 

 営業活動の結果得られた資金は3,224百万円となりました。資金増加の主な要因は、税金等調整前四半期純利益

2,435百万円、減価償却費5,886百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額748百万円であり、一方、資金

減少の主な要因は、売上債権の増加額3,288百万円、たな卸資産の増加1,405百万円、法人税等の支払額1,055百万

円であります。 

 投資活動の結果使用した資金は3,321百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得3,224百万円であり

ます。  

 財務活動の結果使用した資金は2,730百万円となりました。資金増加の主な要因は、長期借入金の増加額356百万

円であり、一方、資金減少の主な要因は、短期借入金の減少額2,287百万円、配当金の支払額796百万円でありま

す。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 最近の業績動向を踏まえ、平成22年８月10日に公表しました通期の連結業績予想を本資料において修正いたしま

した。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

7,294
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末にお

ける実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。  

  

② 固定資産の減価償却費の算定方法  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度にかかる減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

  

③ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なものに限定する方法によっております。

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

    

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理の原則・手続の変更 

  資産除去債務に関する会計基準の適用 

    第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

    これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ８百万円、税金等調整前四半期純

利益は756百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は797百万円

であります。 

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,310 10,118

受取手形及び売掛金 26,154 22,831

商品及び製品 6,324 5,790

仕掛品 935 487

原材料及び貯蔵品 3,997 3,573

繰延税金資産 842 1,133

その他 763 418

貸倒引当金 △37 △36

流動資産合計 46,290 44,316

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,184 18,793

機械装置及び運搬具（純額） 34,661 37,598

土地 13,005 12,996

その他（純額） 2,799 1,806

有形固定資産合計 68,650 71,195

無形固定資産   

のれん 690 766

その他 326 241

無形固定資産合計 1,017 1,007

投資その他の資産   

投資有価証券 12,049 12,748

長期貸付金 39 40

繰延税金資産 484 645

その他 1,465 1,530

貸倒引当金 △147 △128

投資その他の資産合計 13,891 14,836

固定資産合計 83,559 87,038

資産合計 129,850 131,355
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,059 12,479

短期借入金 24,843 27,121

1年内返済予定の長期借入金 4,760 6,064

未払法人税等 454 671

賞与引当金 212 367

修繕引当金 407 274

その他 4,280 4,719

流動負債合計 48,018 51,697

固定負債   

長期借入金 19,324 17,515

繰延税金負債 621 646

退職給付引当金 953 1,022

役員退職慰労引当金 52 70

環境対策引当金 272 272

資産除去債務 797 －

その他 103 152

固定負債合計 22,126 19,679

負債合計 70,144 71,377

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,485 11,485

資本剰余金 14,463 14,481

利益剰余金 34,643 34,381

自己株式 △1,094 △1,146

株主資本合計 59,497 59,201

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △41 508

繰延ヘッジ損益 △7 △8

評価・換算差額等合計 △49 499

新株予約権 70 79

少数株主持分 186 197

純資産合計 59,705 59,978

負債純資産合計 129,850 131,355
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 58,521 60,223

売上原価 45,956 47,761

売上総利益 12,564 12,462

販売費及び一般管理費 9,323 8,907

営業利益 3,241 3,555

営業外収益   

受取利息 2 0

受取配当金 272 269

その他 233 325

営業外収益合計 508 595

営業外費用   

支払利息 539 435

その他 149 168

営業外費用合計 688 603

経常利益 3,061 3,547

特別利益   

固定資産売却益 66 6

関係会社株式売却益 7 －

過年度除却費用戻入益 36 －

貸倒引当金戻入額 － 8

特別利益合計 110 15

特別損失   

固定資産売却損 5 8

固定資産除却損 37 113

減損損失 26 257

投資有価証券評価損 556 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 748

特別損失合計 626 1,127

税金等調整前四半期純利益 2,545 2,435

法人税、住民税及び事業税 546 791

法人税等調整額 599 595

法人税等合計 1,146 1,386

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,048

少数株主利益又は少数株主損失（△） 17 △8

四半期純利益 1,382 1,057
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,545 2,435

減価償却費 5,922 5,886

減損損失 26 257

のれん償却額 75 75

修繕引当金の増減額（△は減少） 71 133

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 19

賞与引当金の増減額（△は減少） △202 △182

退職給付引当金の増減額（△は減少） △61 △68

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 △19

受取利息及び受取配当金 △274 △269

支払利息 539 435

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 556 －

関係会社株式売却損益（△は益） △7 －

有形固定資産除却損 37 113

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 748

有形固定資産売却損益（△は益） △60 1

売上債権の増減額（△は増加） △6,611 △3,288

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,237 △1,405

仕入債務の増減額（△は減少） △2,573 594

その他 638 △1,058

小計 1,841 4,407

利息及び配当金の受取額 229 222

利息の支払額 △510 △397

法人税等の支払額 △300 △1,055

法人税等の還付額 316 46

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,575 3,224

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,138 △3,224

有形固定資産の売却による収入 108 20

有形固定資産の除却による支出 △158 △45

投資有価証券の取得による支出 △6 △3

投資有価証券の売却による収入 33 －

関係会社株式の売却による収入 100 －

その他 △13 △69

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,075 △3,321
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,697 △2,287

長期借入れによる収入 4,000 5,100

長期借入金の返済による支出 △2,919 △4,743

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △956 △796

その他 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,819 △2,730

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 312 △2,828

現金及び現金同等物の期首残高 8,932 10,108

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 14

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,245 7,294
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該当事項はありません。  

  

 〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法は、業種等を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

（1）製紙事業……産業用紙、家庭紙、特殊紙、パルプ 

（2）加工事業……紙加工品 

（3）環境事業……土木・造園事業、山林事業、燃料販売事業、電力販売事業他 

 〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う単位となっているものであり

ます。 

 当社グループは、主に紙の生産・加工・販売に関する事業を行っており、取り扱う紙製品の種類ごとに包

括的な事業戦略を立案出来るように、事業部制を採用し、委譲された権限の下、事業活動を展開しておりま

す。 

 したがって、当社は、当該事業部を基礎とした製品の種類別の事業セグメントから構成されており、「産

業素材事業」、「特殊素材事業」、「生活商品事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「産業素材事業」は、主に段ボール・包装用紙などの原紙生産・加工・販売等を行っており、「特殊素材事

業」は、特殊印刷用紙・特殊機能紙などの生産・加工・販売等を行っており、「生活商品事業」は、ペーパ

ータオル・トイレットペーパーなどの生産・加工・販売等を行っております。  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：百万円）

 （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・造園工事及びサーマル

リサイクル燃料の製造・販売等を含んでおります。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
製紙事業 
（百万円） 

加工事業
（百万円） 

環境事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 46,207  10,927  1,386  58,521  －  58,521

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 4,977  690  810  6,477  (6,477)  －

計  51,184  11,617  2,196  64,999  (6,477)  58,521

営業利益又は営業損失

（△） 
 2,954  257  △15  3,196  44  3,241

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
産業素材 
事業 

特殊素材 
事業 

生活商品
事業 

計

売上高                 

外部顧客への

売上高 
30,042 16,890 11,890 58,823 1,400 60,223 － 60,223 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

1,598 49 706 2,354 5,237 7,592 △7,592 － 

計 31,640 16,940 12,597 61,178 6,638 67,816 △7,592 60,223 

セグメント利益 885 1,981 695 3,562 59 3,622 △67 3,555 
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２.セグメント利益の調整内容は以下の通りです。
（単位：百万円） 

３.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

「特殊素材事業」及び「生活商品事業」セグメントにおいて、設備停止の意思決定に伴い、収益性が低下し投

資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失へ計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては257百万円となり、その内訳は「特殊

素材事業」セグメントの事業資産の減損損失については、129百万円（建物及び構築物５百万円、機械装置及び

運搬具123百万円）、「生活商品事業」セグメントの事業資産の減損損失については、127百万円（機械装置及び

運搬具126百円、有形固定資産「その他」０百万円）であります。 

（追加情報） 
第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21
日）を適用しております。  

      該当事項はありません。 

  当第３四半期連結累計期間 

のれんの償却額 △111 

セグメント間取引消去等 44 

合計 △67 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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